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１　いつもの年とはちがう今年の新年

　２００１年という年号をみても，何かしらいつもの

新年とはちがう，何か「決意」というものが湧き

あがってくるような思いがする。新しい世紀に入

るとなれば，前世紀からの単純延長線上の生き方

でよいのかという自省の念も生じてこよう。新世

紀に合わせて自分がどのように変わり，自分の酪

農経営をどう変えていくべきなのかを，誰もが思

いめぐらすに相違ない。

　２００１年４月から，酪農をめぐる諸制度も大きく

様変わりすることになっている。加工原料乳の価

格が国の決定から，市場での相対取引に変わる。

不足払い補給金はこれまでに比べると，年々あま

り変化しなくなる。経営安定のための所得対策は，

価格支持政策から切り離されて，生産者と国との

拠出による基金制度で賄われる。各県毎に作られ

ていた指定生乳生産者団体は，広域ブロックに合

併され，プール乳価の範囲が広がる。新しい飲用

乳表示に向けて制度が変わり，その結果として，

飲用牛乳向けの生乳需要が増加する一方で，加工

飲用乳向けの原料乳製品使用が減り，国内の脱粉，

バター消費にかげりが生ずる。「家畜排せつ物法」

も足掛け３年目を迎え，５年以内のふん尿処理施

設の整備期間の半ばに達する（平成１６年目標）。

ざっと，このような外部酪農制度環境の変化に，

個々の農家は直面することになるはずである。

　「新しい酒は新しい皮袋にもれ」のことわざにも

あるように，このような外部環境変化に合わせて，

自分自身をどのように変化させていくかが，生き

残りの必須条件でもある。私が酪農生産者に広く

望みたいことは，自分の経営を「企業である」と

再認識して欲しいことである。全国平均の戸当た

り経産牛頭数が３４．２頭，北海道のそれは４９．６頭（平

成１２年），さらに成畜飼養頭数５０頭以上の頭数シェ

アーが北海道で７４％，都府県で３２％ということに

なれば，多くの酪農経営は文字通りの企業になり

つつある。

　企業ということになれば，就業規則を持たねば

ならない。家族農業の場合には，「家族農業協定」と

か「経営管理協定」とかよばれているものがそれ

に当たる。後継者や妻などの勤労意欲，経営参画
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力を高めるためにも，ぜひ家族協定を作り上げる

ようにしたいものである。どのような協定の中味

とするかは，家族全員で決めるべきである。家族

全員が協定を守ろうと努力することの中から企業

家精神が育っていくはずである。

２　将来の酪農経営規模をどうするか

　「大型企業的酪農をみたければ，米国に出掛けて

行くまでもなく，北海道で十分」といわれるほど，

「メガファーム」とよばれる超大型酪農がこの地

に次々と生まれつつある。われわれは年間生乳生

産量３，０００ｔ以上の経営をこのようによんでいる。

　このような超大型経営は北海道においても未だ

「点の存在」（約１３経営体）で，大部分の大型酪農

家は年間１，０００ｔレベルを目指して，しのぎを削っ

ている。ちなみに，平成１１年度で，成畜１００頭以上

飼養農家は全国で１，０８０戸（３．１％），北海道で６９０

戸（７．０％）存在し，急激な勢いで増加中である。

その一方で，最大の数を占めているのは，全国で

みると２０～５０頭層である。このような少規模飼養

層が広範に存在しうるのは，水田等との複合化や

高所得率酪農の追求の故であろうと思われる。

　将来の酪農経営の在り方を考える場合の最初の

選択肢は，少頭数・高所得率酪農を目指すのか，

それとも多頭数だが，低所得率の酪農に甘んずる

かということであろう。稲作や畑作農業に比べて，

酪農経営は経営規模の選択の幅の広い農業分野で

あると言いうるであろう（第１表）。

　ただ，経営規模の選択は，個々人の農業に対す

る価値観の違いのみならず，経営がおかれている

立地環境にも左右される場合が少なくない。自給

飼料畑の確保の難易や，ふん尿処理の条件のいか

んで，規模が制約される場合も少なくないからで

ある。このような経営規模を制約している

各地域の立地環境条件については，今一度

各自が再点検してみる必要がある。

　ＴＭＲの普及によって，今まで使われな

かった農産加工企業の副産物の活用が可能

となり，その周辺に，大規模酪農が増加し

たという事例も数多く報告されており（豆

腐粕，ビール粕，ビート粕，ジュース粕…），

また，ガーデニングの普及や有機農法の展

開が，家畜ふん尿処理を経済的採算に乗せうるよ

うになったといった変化もみられるからである。

酪農立地の有利性，不利性が以前に比べて変化す

る時代になったように思われる。

　また，第１表にみられるように，北海道酪農に

おける１人当たり労働時間が，頭数規模の増大に

つれて増加していることからすれば，「所得は低い

けれども身体にゆとりのある経営」を目指すのか，

それとも「時間的ゆとりは乏しいが高い所得の経

営」を望むのかといった，家族全体の生き方のち

がいも，経営規模の大きな選択基準の一つになり

得る時代になるであろう。

３　酪農経営計画を狂わすもの

　私の属する研究所では，近年大規模な酪農経営

を対象とする調査研究に力を注いできている。そ

の結果，大規模酪農が必ずしも高収益酪農とは云

えない事例が少なくないことが明らかとなった。

その最大の理由は，「大規模酪農における予期せざ

る疾病，繁殖障害などによる乳牛の淘汰，更新に

よる経営計画の狂い」である。予期せざる多数の

乳牛の淘汰，更新の発生は当然のこととして，生

乳出荷目標の狂いと同時に，経営費用計画の狂い，

飼料給与計画の狂いという連鎖反応を次々と生み

出すことになる。

　なぜ大規模酪農において，往々にして淘汰・更

新牛割合が高くなるかといえば，近年の乳牛の改

良速度に比べて，生産者の飼養管理技術が追いつ

かず，そのことが乳牛に大きな負荷を与え，乳房

炎，繁殖障害，消化器管疾病，肢蹄病，周産期病

等を多発させるからである。

　しかしながら，「予期せざるトラブル」への経営

的対応は，大規模経営において，小規模経営より

２

第１表　酪農経営の飼養頭数規模別の内容

８０頭以上５０～８０頭３０～５０頭２０～３０頭１０～２０頭単位

７７，０２２
６１，７０２
１５，３２０
１９．９

４４，８８３
３３，７５６
１１，１２７
２４．８

３０，８１３
２３，００７
７，８０７
２５．３

２３，１８４
１７，２８５
５，８９９
２５．４

１６，３４０
１１，７７４
４，５６７
２７．９

千円
千円
千円
％

農業粗収益
農業経営費
農業所得
農業所得率

８，４７５
２，８７３
１，８０８

７，３６７
２，５７６
１，５１０

６，６４０
２，６０４
１，１７６

６，０６４
２，２５４
９７３

５，０１９
１，９６１
９１０

時間
時間
円

年間労働時間（家族）
１人当たり労働時間
１時間当たり所得

資料：農林水産省「農業経営部門別統計〔北海道〕（平成１１年）」―酪農部門―より試算
　注：１人当たり労働時間＝年間労働時間（家族）／農業就業者数



３

も理屈の上では，より容易に対応可能となるはず

である。というのは，１頭の牛が死廃事故牛とな

る確立は計算できないが，１００頭，１，０００頭となれ

ば，その確率は統計的予測が可能となるはずであ

る。ところが，われわれの調査研究によれば（「乳

牛の供用年数が酪農経営に及ぼす影響に関する調

査研究」平成１２年２月），全国９７サンプルのうち，乳

牛の更新計画を立てている経営が３７．１％，計画を

立てている経営の中でも，「計画どおりに更新がお

さまった」ものは４１％，「計画どおりにいかなかっ

た」が５９％に達しているのである。

　事故牛の発生といった，不確実な経営上の現象

に対する対応策としては，３つの戦略的経営対応

が考えられている。「最も自分に好都合の現象が表

れる」ことを前提とした楽観的対応策，「自分に

とって好都合，不都合の現象がないままに表れる」

ことを前提とした平均的対応策，「自分にとって最

悪と思われる現象が表れる」ことを前提とした保

守的対応策とである。

　このような対応策のうち，急激に大型化した経

営に対するアドバイスとしては，楽観的な淘汰・

更新計画ではなく，「考えられうる最悪の淘汰事故

を想定しつつ，その最悪の影響を最小化するよう

な手立てを考慮した経営計画を立てること」であ

る。「予期せざる事故」であるか，「予想された事

故」であるかの経営的対応は全く異なるものとな

るからである。「相手に勝つことを願わず，負けな

いことを願う」というのが真の勝負師（ギャンブ

ラー）の哲学であり，「大型酪農化過程」を不確実

性に対する経営ゲームの一種と見立てれば，同様

の哲学が経営主にも求められよう。

４　無償から有償へ向かう経営移譲

　２１世紀に入ると，これまでの「一子無償相続制」

は，都市近郊農業や大型畜産経営などから，次第

に崩れてくるのではないかと予想される。その理

由として，①親から子への無償譲渡が，優秀な非

農家出身青年の新規参入機会を阻んでいる，②民

法上の権利意識の向上から，他の共同相続人（妻

と子供たち）の農場権利放棄が困難になってきて

いる，③農場の無償譲渡と引き換えに，老後の生

活扶養を息子夫婦に全面的に依存することを好ま

ず，経済的自立を求める親達が増えてきているこ

と，④親子間の無償譲渡方式が，子供達の職業選

択の自由を規制していること，などである。

　欧米，オセアニア等多くの先進酪農国では，親

子間であっても農場有償譲渡が基本的ルールと

なっており，そのことによって，農場継承をめぐっ

て農業・非農業青年間に良い意味での競争条件を

作り出している。また，それらの国々では，有償

譲渡のための金融制度や助成制度等が出来上がっ

ているのである。

　また，親子間に限らず，農場を丸ごと有償譲渡

するというケースは，この国では従来余り多くは

なかったように思う。離農が発生した場合，乳牛，

機械，施設などは土地と切り離されて処分され，

土地は周辺農家にバラ売りされる場合が多かった

と思う。しかし，近年の多頭飼育化によって，建

物，機械，設備，乳牛等の「上もの資産」が，土

地資産をはるかに超えるという状態になり，「上も

の」と土地を別々に処分することが不都合となり，

両者が一体化した「農場」という西欧的概念が，

酪農分野において次第に定着化しつつある。農場

を単位とした所有権移譲を可能とするような公的

金融措置も必要な時代となりつつあるのである。

　親子間の農場有償移転は，日本でもし実現する

としても遠い将来のことと受止める人達も多いと

思うが，平成１２年１０月２０日付の日本農業新聞の伝

えるところによれば，農水省は，「来年度，農業後

継者が親の農業経営を継ぐ場合，実質的に後継者

が，親の負債を低金利の長期資金に借り換えて引

継げる融資の仕組みを導入することを決めた」と

いう。この融資の条件としては，①後継者が認定

農業者となってスーパーＬ資金を借りる，②その

資金で親から農地などを買う，③親はその販売代

金で負債を返す，ということになっているという。

　日本農業も次第に経営者の自己責任原則の向上

と，市場原理に基づく自由な競争的経済社会を経

済活動原則として受入れ，それに合わせた積極的

な自己変革が求められる世紀に入りつつあるよう

に思われる。


